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研究成果の概要（和文）：本研究では、第一に、共生、社会関係資本、社会的包摂、「生活の

質」などについて検討し、「社会の質」の視点からそれらの概念を位置づける。第二に、「社会

の質」に関係形成能力、制度の「質」、媒介項（家族、職場、地域）などの概念を導入し、理論

的フレームを提出する。第三に、社会調査を実施し、指標体系を構築する。第四に、多変量解

析を適用し、リアリティにアプローチする。第五に、自治体、研究者に対するヒヤリングによ

り補完する。

研究成果の概要（英文）：(1)The coexistence, social capital, social inclusion, and
“quality of life” are examined ,and those concepts are positioned from the viewpoint
of "social quality".(2)In this research, the institution and policy, the family, and the
community as mediation factors are introduced. (3)The social research (internet research)
is carried out, and such a conceptual framework is actually quantified. (4)Using the
indicators and scales, the multivariate analyses can be applied to "quality of life",
relationship, and coexistence. (5)These studies are complemented by the hearing research
to regional governments.
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１．研究開始当初の背景
わが国では、格差が固定化、拡大している

のではないか、そして、人々の関係性が崩壊
しているのではないか、という危惧が抱かれ

ており、また、社会保障の不備により生活不
安も蔓延している。そして、一方では、社会
的疎外、家族・地域解体、差別が深刻化して
いる。
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欧米諸国、EU、世界銀行などで、社会連
帯、人々の関係性への関心が高まっている。
具体的には、社会関係資本、社会的排除、社
会的包摂などの概念が注目を集めている。

わが国における社会関係資本についての
本格的な議論としては、内閣府において山内
直人のグループ(2003)が、Putnam の考え方
（ネットワーク、信頼、互酬性の規範）に基
づき、実証研究を行っており、社会的排除に
ついては、国立社会保障・人口問題研究所
(2007)の研究が公表されている。

その一方で、わが国においては、共生、共
生社会という用語も注目を集めたが、理論的、
方法的な検討は不十分であった。そのなかで、
内閣府は、共生社会の研究に取り組んだ（共
生社会形成促進のための政策研究会、
2005,2006。三重野は、委員として参加）。具
体的には、共生社会を標榜しつつも、上記の
諸関係概念を含んでおり、地域への愛着感、
役立ちたい、関心を向ける、信頼感、社会参
加、付き合いの程度などについて、尺度を構
成した。

こうした中で、近年、西欧世界では、「社
会の質」（ソーシャル・クオリティ）という
概念が注目されているが、わが国では、その
概念への認識が低い。「社会の質」は、社会・
経済的保障、社会的凝集性、社会的包摂、社
会的エンパワーメントから成り立っている。
しかし、第一に、ミクロな「生活の質」から
「社会の質」へという問題意識、第二に、社
会関係形成能力という視点、第三に、「制度
の質」などの概念を導入する必要がある。同
概念は、未熟なもので、合意が得られていな
いため､新たにアプローチすることも可能か
もしれない。

２．研究の目的
本研究では、当該社会の社会連帯、関係性

に焦点を合わせ、「社会の質」について、理
論、方法、政策〈規範科学）の視点から検討
する。

具体的には、第一に、社会連帯、関係性に
関する諸概念を精査して、「生活の質」との
関わりを明確にした「社会の質」の概念枠組
みを定式化する。

第二に、大規模な社会調査により、わが国
における「生活の質」、「社会の質」、関係性
に着目した尺度開発を行ないながら、その実
態を把握する。

第三に、上記の調査結果を用い、汎用性の
高い独自の「社会の質」に関する指標体系を
構築する。

第四に、こうした指標、尺度に多面的な視
点から多変量解析を適用し、リアリティにア
プローチする。

３．研究の方法

第一に、文献調査、先行研究（各研究機関、
国際機関、研究者など）を検討することによ
り、「社会の質」に関する新たな論理枠組み
の構築を志向する。

第二に、既存の調査票を収集し、独自の質
問票を作成し、大規模な定量調査（インター
ネット調査）を実施する。

第三に、こうした調査結果をもとに、本研
究代表者の指標構成の経験（内閣府など）を
もとに、独自の「社会の質」に関する指標体
系を構想する。

第四に、本調査から得られた変数について、
多変量解析、とりわけ、多次元尺度構成法（Ｍ
ＤＳ）、林知己夫の数量化理論（第Ⅰ類）な
どを駆使して、分析を行う。そこでは、関係
性、差別、生活意識などについての関連図、
および、主要な被説明変数の規定要因の検討
が課題となる。

第五に、「社会の質」のなかの主要な要因
である社会関係資本について、自治体に対し
てヒヤリングを行い、また、研究者に対して
ヒヤリングを行うことにより、その問題点を
明らかにする。さらに、社会関係資本を「社
会の質」との関連で検討する。

４．研究成果
（１）「社会の質」の論理枠組み

「社会の質」について、次の構成要因から
なる関連図を構築した。

第一に、生活不安度、生活満足度、格差意
識を最終的な被説明要因とする。これは、今
まで、「社会の質」における主観的要因の位
置づけが、必ずしも明確ではなかったことに
対する一つの回答である。

第二に、こうした主観的要因に、「生活の
質」、「社会の質」（両者は相互連関的）が関
わる。

第三に、「生活の質」、「社会の質」に、関
係性、政策・制度が関係する。

第四に、関係性には、関係形成能力、エン
パワーメントが関わり、政策・制度には、社
会・経済的保障が関わる。

第五に、さらに、関係性は、家族の質、職
場の質、コミュニティの質に、また、政策・
制度は、政策の質、社会制度の質に規定され
る。

第六に、こうした媒介項（家族、職場、コ
ミュニティの「質」）と政策の「質」、制度の
「質」は相互に関係しあっている。この実際
の枠組みについては、（三重野 2010、第 9
章）、（三重野 2010）を参照されたい。

なお、「生活の質」と「社会の質」につい
ては、既に述べた通り、両概念は、関係しあ
っているが、前者では、相対的にミクロ、後
者ではマクロな視点が重要になる。それゆえ、
それを媒介するものとして、家族、職場、コ
ミュニティの「質」の観点が重視される。



「生活の質」、「社会の質」はともに規範的
な意味（「望ましさ」に関する意味）を担っ
ているが、後者で、その価値判断がより強い
ものと見なす。

また、媒介項としての政策の質、制度の質
では、公平・公正の問題、政策や主体間の連
携、調整が重要になる。

さらに、こうした関連図のメタ政策基準と
価値について、①セーフティネットの視点、
②Rawls の「格差原理」、③Sen のケイパビリ
ティ（潜在能力集合）、④欲求の段階説、の
視点から検討を加えた。

（２）調査の実施と指標体系
本研究では、上記の枠組みに基づき、「社

会の質」の関係的側面、連帯を中心に「社会
関係資本に関する調査」を実施した。インタ
ーネット調査（実査は、ＮＴＴレゾナントに
委託）、東京都民を対象に（４３９３サンプ
ル）、２０１１年１月実施。２００５年の国
勢調査の人口分布に準拠して地域別サンプ
ルを選定。

実際の質問項目は、大きくは、以下の通り。
①政策分野に関する評価、②パーソナリティ
尺度、③関係性についての意識、実際、活動、
④「生活の質」、格差に関する意識、⑤差別
意識など広範に及び、メイン・クウェスチョ
ン（主質問）は４７項目、フェースシート項
目は、性別、居住地、職業、学歴など、１７
項目。

なお、本研究で、筆者も参加した内閣府、
共生社会形成促進のための研究会「共生社会
基礎調査」の調査質問項目を参照した（追試
の意味もある）。

インターネット調査は、経営学、マーケテ
ィング分野では普及しているが、社会学では
あまり普及していない。例えば、マーケティ
ングの分野では、一時点における一瞬の動向、
人々の嗜好を把握することに意味があるが、
社会学では、より長期の分析に耐えるデータ
を必要とするからかもしれない。また、この
種の調査では、当該調査会社に登録している
サンプルを対象とするため、母集団が分から
ないという問題が付きまとう。しかし、現在、
サンプル調査（面接調査）では回収率が低い
とか、回答者の年齢構成が歪むとか、調査自
体の問題点も多い。本研究は、あくまでも、
尺度開発という点に重点があるが、一定の有
用性はあろう。実際、回答結果は、妥当な数
値を示していると思われる。

実際に開発した「社会の質」の指標体系の
概念図は、大きくは、以下の通り（詳細は省
略）。
〇政府の責任領域（雇用、社会福祉など）へ

の都民の選好、政策への選好
〇制度・政策―充実度、評価基準の評価（ア

クセシビリティ、公正など）

〇主観指標―満足感（領域別、とりわけ、家
族、企業、地域）、不安感、
公平感、幸福感、健康感な
ど

―所得格差〈現在、将来〉、暮ら
し向き（現在、将来）、日
本の将来の方向性、財政破
綻意識、貧困観、租税制度
の評価、格差意識、能力主
義の評価など

―共生意識（含む、誰との共生か）
〇関係性―関係形成能力、パーソナリティ

―分野別（家族、職場、地域）関係
性、ワークライフバランス

―地域での関係性〈愛着感、関心、
地域貢献、信頼〉

―集団帰属意識（家族、職場、地域、
国家など）

―誇り（プライド、地域、国家など）、
自尊心

―交流の頻度（近所の人、職場、親
族など）

―社会活動（地縁的な活動、ボラン
ティア活動、ＮＰＯなど、活動の
頻度を含む）、今後の活動意向

―差別感（高齢者、障害者、外国人
などに対する）、偏見、異質性意
識
平等感（男女など）、など

実際の数値は、尺度の平均値、ないしは、
プラスのカテゴリーへの回答比率による。

このように、「社会の質」について、とり
わけ、関係性に焦点を合わせ、包括的な体系
を構築し、その状況を認識することができる。

（３）多変量解析の結果
本研究で構成した尺度を使用して、「社会

の質」について実際に数量化することができ
る。しかし、ここでは、それらの指標項目間
の関係を明確化し、かつ、説明要因をモデル
化する必要がある。

もちろん、指標体系、ないしは論理枠組み
を一挙に計量モデル化することはできない。
それは、項目によっては欠損値が多く、大幅
なサンプル割れを起こすことにもよる。ここ
では、共分散構造分析、因子分析などを含め、
様々なケースについて分析を行ったが、（三
重野 2012）、および「関係性と差別―共生
社会への計量分析」（近刊）で取り扱った例
を示すにとどめることにしたい。

〇生活意識
生活意識の連関を明らかにするために、多

次元尺度構成法により分析し、各項目の平面
布置を明らかにすることにしたい〈モデルの
適合度は良好〉。なお、東京大学社会学研究
室で２００５年に同種の調査を実施してい



るが〈三重野も参加〉、追試の意味もあり、
変数の違いにも関わらず、類似の布置図にな
っている。

その結果、不安感、財政破綻、現在の所得
格差、今後の所得格差がクラスターをなして
いる。さらに、満足感、幸福感、健康感がク
ラスターをなし、また、現在の暮らし向き、
今後の暮らし向き、日本社会の将来、公平感
がクラスターをなしている。さらにそれらが、
租税制度、能力主義へと繋がっている。そし
て、格差容認が孤立している。

この中で、不安感、幸福感、現在の暮らし
向きを代表的な項目として、その説明要因を
数量化Ⅰ類で明らかにした。本調査は、イン
ターネット調査なので、母集団が分からない。
従って、検定の機能を備えていない数量化理
論がかえって都合が良い。説明要因として、
属性的な８項目を使用して、分析した。

その結果、説明要因の影響力の大きい（カ
テゴリー・ウェイトのレンジが大きい）もの
は以下の通り（各カテゴリーの効き方は、省
略）。

（不安感）年齢、支持政党、世帯構成、学
歴、住居

（幸福感）世帯構成、職業、住居、性別
（現在の暮らし向き）職業、学歴、世帯構

成、年齢、性別

〇関係性〈格差・満足を含む〉についての
項目布置図を検討してみよう。

所得格差関係（現在、今後）がグループを
なし、不安感と近くなっている。幸福感、地
域への愛着感、役立ちたいが近くなっている。
また、このクラスターは、共に助け合う、信
頼感へ繋がっている。なお、全体生活、家族、
地域生活満足度は近い関係にあり、関係しあ
っている。

そして、それらは、関心を向ける、関心を
向けられるに続いている。また、１０年後の
日本社会、１０年後の暮らし向き、現在の暮
らし向きが近い関係にある。それらが、不安
感と対照的な位置にある。現在は、不安の時
代かもしれない。

ここで、愛着感に焦点を合わせ、その説明
要因をモデル化すると（数量化Ⅰ類）、居住
年数、支持政党、世帯構成、地域の影響力が
強い。

〇差別（含む、公平、異質性）をめぐる意
識連関はどうであろうか。租税制度への評価、
公平感、能力主義への評価がクラスターをな
している。また、外国人、障害者、高齢者へ
の差別感が近い位置にあり、差別感が関連し
あっていることが分かる。異質性・多様性認
識が男性優遇と近い。その一方で、異質・多
様が共に助け合うと近い。そして、差別同調
は孤立している。なかなか、自ら差別的であ

ると回答しにくい、という問題を指摘できる。
それでは、関心を向ける、の説明要因はど

うであろうか（数量化Ⅰ類）。その結果、政
党支持、年齢、職業、世帯構成の影響力が強
い。

一方、高齢者差別では、政党支持、年齢、
世帯構成、職業の影響力が強い。

実際には、こうした属性項目のカテゴリー
の効き方が問題になる（省略）。生活意識に
関する分析では、（三重野 2012）を参照さ
れたい。質問文、回答選択肢も示されている。

（４）社会関係資本の問題点
わが国では、「社会の質」を前面に打ち出

した政策問題はまだ、登場していない。ここ
では、その要素である関係性の側面として、
社会関係資本（ソーシャル・キャピタル）に
焦点を合わせて、ヒヤリングを行った。具体
的には、さいたま市、新潟市、神戸市の職員
に対するヒヤリングを行い、また、北海道、
静岡県の研究者に対して、先進事例について、
ヒヤリングを行った。その結果については、
以下の点が明らかになった。

第一に、社会関係資本が実際の行政、政策
の場で有用性を発揮するためには、長期計画
の中に位置づけられる必要がある。

第二に、こうした関係性の考え方と政策評
価・行政評価の方法を結合する必要がある。

第三に、社会関係資本について、新潟市は、
都市的な部分と田園的な部分が交差してい
るところに特色がある。

また、北海道の過疎地の社会関係資本の在
り方も、ヒヤリングにより、明らかにするこ
とができた。本実証調査は、東京という大都
市を対象にしたが、こうした地域性を考慮に
入れて、研究を発展させる必要がある。

第四に、本研究は、人々の関係性として、
主に都市的な性格、福祉的な側面から検討を
加えた。社会関係資本は、ひとつのブームの
段階を終えており、実際、「人間の絆」、「地
域力」といっても良いという状況がある。そ
の考え方自体は、かなり基本的なものである
ともいえる。それに対して、公衆衛生の分野
では、とりわけ、より狭い地域に着目し、マ
ルチレベル分析を行うことが一般的である。
本研究においても、そうした点から、再検討
する必要があろう。

（５）以上述べた通り、本研究は、関係性、
社会連帯、社会関係資本、「社会の質」に関
する包括的な研究であり、理論枠組みの開発、
尺度項目の開発、指標体系の構築、計量分析
方法の確立として意味があると思われる。今
後は、こうした方法を具体的領域（例えば、
多文化共生）に適用して行こうと考えている。
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